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１．審 査 の 期 間

平成２７年５月１１日から平成２７年５月２９日まで

２．審 査 の 方 法

３．審 査 の 結 果

以下，上水道事業下水道事業の概要については，次のとおりである。

決算審査にあたっては，市長から送付された決算報告書・その他財務諸表が法令の規定に基づい

て作成され，かつ水道事業及び下水道事業の経営成績及び財政状態を正しく表示しているか否かに

ついて，会計帳簿並びに関係証拠書類との照合を行うとともに，必要に応じて関係職員の説明を求

め実施した。

審査に付された決算報告書・その他財務諸表は，いずれも関係法令に準拠して作成されており，計

数的にも会計帳簿・関係証拠書類を照合した結果正確であり，当年度の経営成績及び財政状態を適

正に表示しているものと認めた。
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（１）　事業の概要について

　・施設の利用状況（資料第４表参照）

129,619

266.0

6,778

7,495

水道事業の概要は次のとおり，給水人口２５，４８２人，給水戸数９，４４４戸で，前年度と比較すれ

ば，人口３８０人増，戸数３７戸減となっている。その結果，普及率は人口で８４．９％，戸数で８１．９％

となっている。また，年間配水量は２，７３５，７６９㎥，年間有収水量は２，４７３，９０８㎥で，いずれも前

年度に比べ増加している。その結果，有収率は９０．４％で，前年度に比べ０．１％上昇している。

１ 日 最 大 配 水 量

D÷A

有 効 率

(D)=B+C

有効水量

給 水
区 域 内

現 在 給 水

普 及 率

量 水 器 設 置 数

年　　間

B÷A

有 収 率

(C)

無収水量

配 水 量

種　　　　別

戸 数

人 口

戸 数

１ 日 平 均

１ 人 １ 日 平 均 給 水 量

配 水 管 延 長

戸

１ 日 配 水 能 力

人 口

(B)

有収水量

(A)

行 政
区 域 内

人 口

有収水量

配 水 量

戸 数

㎥

㎥

個

％

人 口

戸 数

人

8,449

10,200

人

ｍ

ℓ

㎥

㎥

戸

人

㎥

㎥

％

㎥

％

㎥

10,345

81.9

84.9

9,444

25,482

11,531

91.7

2,509,089

90.4

35,181

2,473,908

2,735,769

29,998

％

戸

14,693

37,927

平 成  ２６ 年 度単位

90.3

44,850

2,457,970

増減（△）
平 成  ２５ 年 度

前年度との比較

△ 79

187

143

38,006

84.1

9,481

25,102

101.88

100.48

101.29

99.79

指数（％）

100.95

14,506

380

101.25

99.14

100.65

100.46

103.20

1,604

11,318

29,855

0

262

34

△ 37

0.8

△ 1.9 97.73

128,015

268.3

6,734

7,461

8,187

10,200

2,723,112

91.9

2,502,820

水道事業の施設効率を判断する施設利用率，負荷率，最大稼働率（いずれも値の高い方が良い）
を見ると，施設利用率はわずかに上昇している。施設利用率は負荷率と最大稼働率に分解することが
できるが，負荷率が減少した分，最大稼働率が上昇している。

また，固定資産使用効率（値は大きい方が良い）は前年に比べわずかに増加しているが，まだ一桁
台で低い。

宇土市水道事業会計

99.61

101.51

44

△ 2.3

134

12,657

99.78

100.25

100.46

0.00

100.11

78.44

100.65

0.1

△ 0.2

6,269

101.31

15,938

△ 9,669

10,211

83.8

213
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（２）　予算の執行状況について （資料第１表参照）

　イ．収益的収入及び支出（消費税込み）

　収益的収入…………

　収益的支出…………

　ロ．資本的収入及び支出（消費税込み）

　資本的収入…………

　資本的支出…………

予算現額４０２，０００円に対し決算額は１，０６１，３４６円(収入率２６４．０２％)で６５

９，３４６円の増額となっている。これを決算額について，前年度と比較してみれば

８，１４３，８２３円の収入減である。

予算現額１７３，７９７，４６１円に対し決算額は１５９，８５０，６２０円(執行率９１．９

８％)で翌年度繰越０円，不用額１３，９４６，８４１円となっている。
これを決算額について， 前年度と比較してみれば４８，７０８，７１２円の収入増であ

る。
また，不用額１３，９４６，８４１円の内訳は，建設改良費１１，９４４，２３７円，企業債

償還金１，６０４円，雑支出１，０００円，予備費２，０００，０００円である。

予算現額４９６，４２５，０００円に対し決算額は４８４，１２９，７３９円（執行率９７．５
２％)で１２，２９５，２６１円の不用額（内訳は営業費用１５，７４０，７１４円，営業外費
用４６３，２０６円，特別損失△４，９０８，６５９円，予備費１，０００，０００円)となってい
る。これを決算額について，前年度と比較してみれば２５，１４０，３３７円の支出増
である。

予算現額４９５，９８８，０００円に対し,決算額は４９５，１１０，６７１円(収入率９９．８

２％）で８７７，３２９円の減額となっている。これを決算額について前年度と比較し

てみれば２５，５８０，８１０円の収入増である。

事 業 収 益 事 業 費 用

科 目 科 目

水 道 料 金

手 数 料 5.72

6.90

構成比

90.61

次に本年度収益的収入（事業収益）及び収益的支出（事業費用）の決算状況は次のとおりであり，事業

収益においては，水道料金収入が決算額の９０．６１％を占め，事業費用では受水費４１．０４％，減価償

却費２２．５２％，職員給与費６．９０％等となっている。

（単位：円,％）

決 算 額

計 495,110,671 100.00

0.14

材 料 売 却 収 益

6,673,500

701,260そ の 他

決 算 額

448,611,140

1,187,250

1,559,324 0.31

そ の 他 雑 収 益

国庫補助金長期前受金戻入

加 入 金

0.24

29,186,720

7,191,477

構成比

1.35

198,668,034

30,144,629

1.45

5.89

16,308,459

27,708,573

職 員 給 与 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

受 水 費

33,402,141

3.37

材 料 売 却 原 価

100.00

8.10

0.24

5.88

22.52

41.04

6.23

484,129,739

39,230,379

1,166,195

28,481,294企 業 債 利 息

そ の 他

計

109,020,035減 価 償 却 費
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本年度資本的収入及び支出の決算状況は次のとおりである。

設備拡張費

設備改良費

営業設備費

43.30

1,061,346

90,638,224

0.00

69,212,396

0.00

0.00

0.00

1,061,346

0

建 設 改 良 費

0

0

負 担 金

0.00

100.00

支
 
 
 
 

出

100.00

0.00

0.00予 備 費

計

企 業 債 償 還 金

雑 支 出 0

159,850,620

100.00

56.70 34,467,491

55,868,408

302,325

（単位：円,％）

科                目 備        　　　　 　考

国 庫 補 助 金
収
 
 
 
 

入

決　算　額 構 成 比

企 業 債

出 資 金

加 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

計

0

0

0
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（３）　経営状況について （資料第2表参照）

① 経営成績について

（表－１）

　上記は,平成２２年度を１００と定め,平成２６年度までの指数をあげたものである。

② 人件費と労働生産性について

　平成２２年度から同２６年までの５年間の経営成績の推移は（表―1）のとおりで，損益は営業外収

益の市補助金の金額の多寡により変動しており，本年度は初めて市補助金無しの金額である。

水道事業の人件費は（表―３）を見ると，前年に比べ１，４４４，２５６円減少している。人件費の総

費用に占める割合も７．５２％と減少している。給水収益に対する人件費の割合は８．２０％で前年

に比べ減少している。全国指標（平成２４年度の水道統計）１２．６８％と比較しても下回っている。

また，水道事業の労働生産性を示す指標を算出した（表―４）を見ると，職員一人当たりの営業

収益及び給水人口は前年に比べそれぞれ増加している。全国指標と比べると全ての比率が上

回っており，労働生産性は全国平均よりも高い状況である。

　本年度は，総収益が４６１，０１９，０８９円に対し，総費用４５５，３３３，８２５円で，差引純利益は５，

６８５，２６４円，前年に比べ６５．４１％，３，００６，９９２円の減となっている。
　総収益を見ると，給水収益と営業外収益が増加したため，前年に比べ１０３．０４％，１３，６２０，３

４７円の増加となっている。
　総費用では，営業費用と特別損失が増加したため，前年に比べ１０３．７９％，１６，６２７，３３９円

の増加となっている。

(単位：円,％）

            区 分
年 度

総　　収　　益 総　　費　　用 　　損　　　　　益

金　　額  指   数 金　　額 指   数 金　　額

平成２２年度 462,070,884 100.00 446,288,375 100.00

98.30 8,692,256

次に，水道事業の経済性を総合的に評価するための経営比率を算した（表―2）を見ると，経営

資本営業利益率は，０．４％から０．０％に減少している。経営資本営業利益率は経営資本回転率

と営業収益営業利益率に分解することができる。営業資本回転率は前年と同じ０．１回，営業収益

営業利益率は０．２％に減少している。全国指標と比べると各経営比率はまだ低い。

本市水道は毎年営業費用として約１億８千万円に上る多額の受水費を支出するため，営業利益

が極端に少ないという損益構造になっている。

資料第４表を見ると，供給単価（１㎥当たりの収益）は１６８．６６円で前年に比べ０．４４円増加，給

水原価(１㎥当たりの費用）は１８０．５８円で４．９７円増加している。料金回収率(供給単価÷給水

原価×１００）は９３．４０％（前年９５．７９％）と減少し，給水に係る費用が水道料金収入以外の収入

で賄われていることが分かる。

また，総収支比率及び営業収支比率（ともに１００％以上が望ましい）は，前年に比べ減少してい

るが，ともに１００％以上となっている。

15,782,509

平成２３年度 461,124,840 99.80 447,551,291 100.28 13,573,549

平成２６年度 461,019,089 99.77 455,333,825 102.03 5,685,264

平成２４年度 456,953,779 98.89 448,907,432 100.59 8,046,347

平成２５年度 447,398,742 96.82 438,706,486
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（表－２）

: 円 : 円

: 円 : 円

: 円 : 円

（表－３）

（表－４）

職員1人当たり給水人口
(人)

3,042 5,020 5,096 76

職員1人当たり給水量
(㎥)

396,282 544,622 547,154 2,532

職員1人当たり営業収益
(円)

61,382,141 83,479,520 84,092,495 612,975

H25営業収益

比　　較
(H26　－　H25)

△ 1,444,256

3,779,196

△0.43

比　　率　　名 H24水道統計
(給水人口2万～3万人)

宇  土  市  水  道  事  業
比　　較

(H26　－　H25)H25
(給水人口25,102人)

H26
(給水人口25,482人)

34,219,809

480,095,938 413,472,238 417,251,434

12.68 8.63 8.20

比　　率　　名

 人件費(円）

 給水収益(円）

人件費　/　給水収益(%）

H24水道統計
(給水人口2万～3万人)

宇  土  市  水  道  事  業

60,865,548 35,664,065

417,397,600

1,027,751

420,462,475

H26経営資本

H26営業利益

3,196,051,419

H26営業収益

14,119,642

3,272,605,943

営業利益
× 100

営業収益

0.1

11.6 3.4 0.2

H25
(給水人口25,102人)

H26
(給水人口25,482人)

H25経営資本

H25営業利益

比　　率　　名 算　　式

宇  土  市  水  道  事  業
H24水道統計

(給水人口2万～3万人)

営業利益
× 100

経営資本

H26
(給水人口25,482人)

H25
(給水人口25,102人)

経営資本営業利益率(%)

経 営 資 本 回 転 率 ( 回 )

0.9 0.4 0.0

0.1 0.1

営業収益営業利益率(%)

営業収益

経営資本
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（４）　財政状態について （資料第３表参照）

　イ　固定資産

◎　有形固定資産・・・

本年度末の内容については次のとおりである。

※年度末償却未済額　＝　年度当初の現在高　+　増加額　-　減少額　-　減価償却累計額の累計

　ロ　流動資産

◎　未収金・・・・・・

本年度末の内容については次のとおりである。

前年度２，７１６，７００，３３９円に対し本年度は２，６７３，８１７，５１９円で４２，８８
２，８２０円の減となっている。

前年度９８，６３８，１７４円に対し本年度は８７，６５８，１２５円で１０，９８０，０４９円の

減となっている。

財政状態は貸借対照表で示しているとおりであるが,主な科目の異動状況をみてみると次のとおりで

ある。

合  計 4,591,305,708 71,415,677 10,027,474

0

2,279,916

0

減少額増加額

工具器
具及
備品

車輛及
運搬具

建設仮
勘定

0 0 0 0

当  年  度

年度当初
現在高

95,866,713 0

年度当初
現在高

81,103,014 0 0 0

127,800

減価償却累計額

土  地

構築物 3,559,055,745

1,874,605,369 4,749,012

0

合　　    　　計 △5,265,000

0

1,978,876,392

75,462,935

87,658,1251,170

71,113,352 9,899,674 1,162,647,005 4,685,112

0

建  物

9,437,486 0 0 4,986,369 0

年　　度

機械及
装置

649,043,874

0

3,746,876 0

18,881,551

0 55,317,827

842,095,874

平成２６年度分

0

過  年  度  分

（単位：円）

（単位：円）

水 道 料 金

17,459,020

75,462,935

81,103,014

累  計

0 2,610,294

109,020,035

年度末償
却未済額

2,673,817,519

92,921,955

2,375,628,32686,679,204

0

3,561,350

63,900 174,408,874

2,899,891

302,325

当年度

289,597

889,767

0 0

計

1,170

営業外未収金 貸 倒 引 当 金

△5,265,000 12,195,190

手 数 料 他

00

5,876,136

0

667,861,525

846,985

38,268,970

1,244,641,097

減少額

0 57,597,743

増加額
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本年度末の内容については次のとおりである。

  ハ　固定負債

◎　企業債・・・・・・・・・

  ニ　流動負債

◎　企業債・・・・・・・・・

◎　未払金・・・・・・・・・

◎　引当金・・・・・・・・・

◎　その他流動負債・・

　ホ　繰延収益

◎　長期前受金・・・・・

　ヘ　資本金 前年度２，３４３，０８０，３５７円に対し，本年度１，０２０，８５７，５５３円である。

　ト　剰余金

◎　資本剰余金・・・・・

◎　利益剰余金・・・・・

前年度３７，９３１，２１０円に対し，本年度３９，４３０，７１０円となっている。内訳

は下水道使用料預り金３８，５８４，３３０円，その他預り金８４６，３８０円である。

前年度７３８，０３８，２５７円に対し，本年度１３，５４７，１２８円となっている。

当年度未処分利益剰余金は， 前年度からの繰越分３１１，０５６，２４７円に当年

度純利益５，６８５，２６４円を加算した３１６，７４１，５１１円となっている。なお，積

立金については， 減債積立金１６，７８９，８８０円，建設改良積立金４９，０００，

０００円で前年度と同額である。

量 水 器

材 料

そ の 他

計 5,367,405 5,579,022

750,582 4,248,783

前年度０円に対し,本年度１，１８２，２２６，２６５円となっている。

5,052,009

11,265,897

区　　分

（単位：円）

5,080,8526,027

4,321,436

減

平成26年度中の増減

増

677,929

平成26年3月31日
現    在

1,724,645

平成27年3月31日
現    在

前年度１１，２６５，８９７円に対し本年度は１１，０５４，２８０円で２１１，６１７円の減
となっている。

◎　貯蔵品・・・・・・・・・

※地方公営企業施行令等の改正に伴う会計基準の直しによる。

※地方公営企業施行令等の改正に伴う会計基準の直しによる。

※地方公営企業施行令等の改正に伴う会計基準の直しによる。

※地方公営企業施行令等の改正に伴う会計基準の直しによる。

※地方公営企業施行令等の改正に伴う会計基準の直しによる。

※地方公営企業施行令等の改正に伴う会計基準の直しによる。

※地方公営企業施行令等の改正に伴う会計基準の直しによる。

34,870

前年度０円に対し，本年度４６９，２５８，１０５円となっている。内訳は国庫補助

金長期前受金２２４，６１７，６６３円，その他２４４，６４０，４４２円である。

4,822,4131,892,452 4,654,606

11,054,280

前年度１３，２５４，１２７円に対し,本年度１４，５４４，１２４円となっている。内訳は

営業見払金（現年度）１１，８５７，５２４円，未払消費税２，６８６，６００円である。

前年度０円に対し，本年度２，８７２，０００円となっている。

前年度０円に対し，本年度７０，７８４，１４３円となっている。
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(表－５）

　　　　　

188.72

×１００

×１００

×１００

Ｈ.25

1085.74

固定比率（１００％以下であると安全）は前年に比べ増加している。１００％以上となっており固定資産

への投資が自己資本の枠内に収まっていない状況が続いている。

58.03

143.05

409.04

Ｈ.26

44.33

比　　率　　名

流 動 比 率 （ ％ ）

自己資 本構成比率（％）

固 定 比 率 （ ％ ）

算　　式

自己資本金＋剰余金

負債資本合計

固定資産

流動資産
流動負債

自己資本金＋剰余金

　財務の健全性を示す自己資本構成比率（高い方が安全）は４４．３３％で，前年度に比べ減少してい

る。

財務の安全性を示す流動比率（１００％以上で，より高い方が安全）は４０９．０４％で，前年度より減

少しているが，財務の安全性（短期の支払能力）は高い状況を示している。

ただ，流動資産の中に債権回収が非常に困難な過年度未収金７５，４６２，９３５円が含まれていること

に留意する必要がある。

　次に，財政状態を示す財務比率は（表－５）のとおりである。
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４．む　す　び

初めに，平成２４年の地方公営企業法の改正に伴い，地方公営企業法施行令・同施行規則

の一部改正によって，①借入資本金，②補助金等により取得した固定資産の償却制度等，③

引当金，④キャッシュフロー計算書，⑤勘定科目等の見直しなど会計基準の見直しと決算報告

書等の新様式が規定され，平成２６年度の決算から適用されるようになった。水道事業は地方

公営企業法の強制適用事業であることから，担当部署は関係法令の改正内容を十分理解し，

適切な対応に努められたい。

　次に，平成２６年度水道事業の総収益は，４６１，０１９，０８９円で，前年度比１３，６２０，３４７円

の増加である。給水収益（水道料金収入）と営業外収益（長期前受金戻入と加入金）の増加に

よるものである。

　総費用は４５５，３３３，８２５円で，前年に比べ１６，６２７，３３９円の増加である。営業費用と特

別損失の増加によるものである。総費用に占める主な経費の割合は，受水費（４０．４０％），減

価償却費（２３．９４％），職員給与費（７．５２％），支払利息（６．２６％），動力費（６．１４％），委

託料（５．７６％），修繕費（３．３８％）等である。

　その結果，総収益と総費用の差額（損益）は，５，６８５，２６４円の黒字（純利益）で，前年度に

比べ３，００６，９９２円の減少である。市補助金が無くなったものの，利益は黒字となっている。

黒字を維持できたのは，地方公営企業施行令等の改正に伴う会計基準の見直しにより，営業

外収益に長期前受金と加入金が本年度から新たに追加されたことによるものである。

　今後も収益の増収及び費用の削減に引き続き取り組まれ，効率的な経営に努められたい。

　水道事業の課題としては，次のとおりである。

　水道普及率は８４．９％，前年度に比べ増加している。計画給水人口２７,０００人に対し現在２

５，４８２人であり，引き続き水道料金収入の増収になる給水人口の増加に努められたい。

　有収率（配水される水量がどの程度収益につながっているかを示す指標）は９０．４％で，３年

連続目標数値９０％を達成している。今後も漏水防止対策に積極的に取り組まれたい。

　未収金（水道料金の滞納額）９２，９２１，９５５円については，負担の公平，更には収入の確保

を図るために，職員一人ひとりが事務取扱要綱に基づき，滞納者との早期接触・分割納付の誓

約・分割納付の履行確認・納付不履行者に対する給水停止等を地道に確実に実施し，債権回

収を徹底されたい。また，未収金の一部は所在不明等により債権回収不能として，特別損失の

過年度損益修正損に７，４１７，８０７円計上されている。特別損失計上に当たっては，納付意欲

を阻害することがないよう適切な執行停止処分に努められたい。

　本市水道は，市内水源の取水量だけでは足りず，上天草宇城水道企業団から１日５，０００㎥

の水を購入して，市民の１日の給水量を確保している。そのため，水購入の受水費用は毎年１

億８千万余円で，総費用の４０％を占める多額な金額に上っている。今後の水需要の動向も考

慮し，契約単価の引き下げや受水量の見直し等を検討する必要がある。

配水管等水道施設の取得となる建設改良費は，９０，６３８，２２４円で，水道創設から５０年以

上経過する老朽化した水道施設の建設改良費の増加は避けられない状況であり，水道施設の

計画的な整備更新に取り組まれたい。

　今度とも引き続き安心，安全はもちろん，安定・安価な水の供給に努めていただきたい。
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資料第１表

0.00

0.00

0.00

0.00

平　成　２　５　年　度　　（B)

0.00 0.00

78.94100.00

39.11

60.89

61.12

100.00

0.00 -

201.60

284.58

87.60

12.40

111,141,908

0

8,064,000

0

0

0.00

-

-

100.00 209.11

-

-

0.00

0.00

△ 8,064,000

△ 79,823

0

48,708,712

47,175,780

1,532,932

0

0 -

-

102.26

208.54

143.83

-

93.01

105.48

105.76

98.00

134.86

-

△ 8,143,823

0

0

0

-

11.53

25,140,337

23,919,735

△ 758,932

1,979,534

0

(A/B)

100.00

93.32

6.68

0.00

決　　　算　　　額

予算対比構成比金　　額

25,580,81097.17

99.09

76.49

0.00

13,769,310

11,809,500

2,000

105.45

103.14

137.66

-

(A-B)

469,529,861

100.01

90.48

8.29

1.24

0.00

95.67

95.79

97.47

91.60

0.00

71,106,000 50.51

67,680,000

1,000

2,000,000

48.07

0.00

1.42 0

0

67,679,464

43,462,444

100.00

0

0

0

4,000,000

401,000

1,000

140,787,000

0.00

0.00

0.00

90.87

9.11

0.02

予　算　現　額

構成比金　　額

4,402,000 100.00

1,141,169

0.21

0

9,205,169

100.00

90.46

9.54

0.00

0

5,679,125

38,038,726

415,271,551

458,989,402

1,000,000

98.77

278.50

0.00

91.28

8.72

02,000

1.29

-

90.72

0.00

100.00

0.00

0.00

0.00

483,206,000

442,202,000

41,003,000

1,000200.00

91.24

-

-

100.73

88.36

99.99

-

264.67

0.00

91.98

99.82100.00

43.30

0.00

0.000

0

69,212,396

90,638,224

159,850,620

0

0

1,061,346

0.00

0.00

0.00

100.00

0.00

100.00

56.70

1,061,346

0

0

0

0.00

0.00

0.00

100.00402,000

496,425,000

454,932,000

37,743,000

2,750,000

1,000,000

7.60

0.55

0.20

1,000

401,000

0

建設改良費

企業債償還金

固定資産売却代金

1.15

0.00

39.82

59.02

99.99

0.25

99.75

0.00

資本的収入

事業費用 99.99 484,129,739 100.00

予備費

7,658,659

37,279,794

439,191,286

0

264.02

営業費用

営業外費用

特別損失

100.00

90.37

8.13

事業収益

479,764,000

433,539,000

39,025,000

6,200,000

7.70

1.58

97.52

96.5491.64

43,171,157

451,937,514

495,110,671495,988,000

448,673,000

47,314,000

1,000

大
区
分

予　算　現　額 決　　　算　　　額

収

入

支

出

資

本

的

収

入

及

び

支

出

支

出

収

益

的

収

入

及

び

支

出

0

0

企業債

0

2,000,000

1,000

資本的支出

加入金

国庫補助金

雑支出

予備費

負担金

出資金

69,214,000

102,582,461

173,797,461

予　　　算　　　決　　　算　　　比　　　較　　　表
(単位：円，％）

収

入

　　　　　　 　　区   分
科 目 別

平　成　２　６　年　度　　（Ａ)

増　　減 割　　合

前年度に対する決算対比
収
支
別

0

31,361,657

438,168,204

100.00

91.51

8.49

0.00

営業収益

営業外収益

特別利益

予算対比構成比金　　額構成比金　　額
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資料第2表

長 期 前 受 金 戻 入
加 入 金

7,191,477 1.58 0 0.00 7,191,477 -  
6,180,000 108.70 0 0.00 6,180,000 -  

平　成  ２６  年　度　　（A) 平　成  ２５  年　度　　（B) 前　年　度　と　の　比　較

経 常 利 益 （ １ ＋ ３ ） － （ ２ ＋ ４ ）

過 年 度 損 益 修 正 益

営 業 利 益 （ １ － ２ ）

そ の 他 の 営 業 収 益
受 託 工 事 収 益
給 水 収 益

A / B増 減構成比金 額構成比

100.733,064,875

92.42

93.29417,397,600

11,787,540
4,083,806

413,472,238
0

3,925,362

計

金 額

そ の 他 の 営 業 費 用
資 産 減 耗 費
減 価 償 却 費
総 係 費

420,462,475

原 水 及 び 配 水 費

119,460

40,554,614

2,960,823

417,251,434

109,020,035

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金
雑 収 益 27,063,677

そ の 他 雑 支 出
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

0
28,481,294

28,481,294

0

455,333,825

5,346,489

0.70
0.00

419,434,724

259,491,488

91.92

81.80
-  

100.91

8.78
56.46

90.51
0.00

104.76

104.0116,156,766

3,779,196
0

△ 714,3210.88

247,703,948
110.60

△ 893,384

6.71

-  

38,532,083

0.38
1.25

25.05

2,256,000

30,001,142

91.20

92.12

56.99
9.36

23.94
1.17
0.65

-  

8.80

0.03

94.89

30,014,226

30,014,226

0.00
97.61

-  

△ 2,256,000

△ 1,532,932

△ 1,532,932

99,724
△ 661,729

6.84

6.84 94.89

0.50
6.20
0.00

135.18

7.28

179.30
97.61
99.19

△ 130,715
1,309,519

△ 13,091,891

10,553,472

137.00
-  
-  

92.87

-  

0

0

△ 1,005,487
2,000
2,000

2,003,505
-  

-  65,819,856 -  245,236,391 472.59

425.09242,229,399-  74,512,112-  

100.00 438,706,486 100.00 16,627,339 103.79
65.41△ 3,006,992-  8,692,256-  

137.00
103.0413,620,347100.00447,398,742100.00

1.63 5,414,302 1.23 2,003,505

0.00

-  
0.00
0.00
1.63
0.00

27,725,406
19,736

0.00

5.87
0.00

6.26

6.26

0
5,414,302

0
0

14,106,558

0

0.00
1.23
0.00
0.00

-  

5,685,264

311,056,247

316,741,511

2,000
2,000

7,417,807
固 定 資 産 売 却 損
過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益
総 費 用 （ ２ ＋ ４ ＋ ６ ）
総 収 益 （ １ ＋ ３ ＋ ５ ）

(単位：円，％）損　　　益　　　計　　　算　　　書　　　比　　　較　　　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　分
科　　目　　別

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

４．営　　業　　外　　費　　用

５．特　　別　　利　　益

６．特　　別　　損　　失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

２．営　　業　　費　　用

３．営　　業　　外　　収　　益

１．営　　　業　　　収　　　益

1,027,751 14,119,642

1,651,304
5,477,204

109,913,419

403,277,958

3,211,041
0

42,615,889

13,101,071

0
7,417,807

461,019,089
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資料第3表

0 -

249.35

100.00 3,272,605,943 100.00 △ 76,554,524 97.66負 債 資 本 合 計 3,196,051,419

76,445,640

　ロ． その他企業債 0 0.00 0 0.00

４．流　動　負　債 127,630,977 3.99 51,185,337 1.56

前 年 度 と の 比 較

増　減　額 A / B

                 区　　分
科　　目

9.16

8.49

0

0 0.00

0.00

014.68469,258,105

469,258,105 14.68 0 0.00

2.21

0.00

0

0

0.00

0.00

　ニ．加　入　金

増　減　額 A / B

平 成 ２６ 年 度 （A) 平 成 ２５ 年 度 （B) 前 年 度 と の 比 較

272.65242,229,399

△ 299,781,900

382,531,391 11.97

△ 144,085,229

64.96△ 5,666,000

△ 274,958,000

△ 482,261,730 45.09

△ 724,491,129 1.84

43.57△ 1,322,222,804

26.84

－469,258,1050.00

0.5316,789,880

金　　額 構成比 金　　額 構成比

299,781,900

4.40

0.10 278,000,000

0.4916,171,1280.33

13,547,128 0.43 738,038,257 22.54

71.602,343,080,35731.941,020,857,553

396,078,519 12.39 878,340,249

103.95

100.0000.5116,789,880

0.00

1.09

0.00144,085,229

140,301,992 4.29

0.0000.092,872,000

39,430,710 1.23 37,931,210 1.16 1,499,500

70,784,143

0

－

－

７．剰　余　金

(1) 資本剰余金

　イ．受贈財産評価額

　ロ．国庫補助金

　ハ．負　担　金

109.731,289,9970.4113,254,1270.46

2,872,000 0.09 0 0.00 2,872,000 －

469,258,105 －

－2,872,000

98.42

(2) 利益剰余金

　イ．減債積立金

70,784,143

0

14,544,124

3,042,000

10,505,128

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債

　ロ． その他企業債

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

　イ． 賞与引当金

(4) その他流動負債

５．繰　延　収　益

(1) 長期前受金

６．資　本　金

100.00

-

80.01

74.52

90.34

99.13

94.38

100.00

98.42

0

△ 33,671,704

△ 22,480,038

△ 10,980,049

△ 211,617

△ 76,554,524

1,182,226,265 -

97.66

98.12

88.87

94.96

93.94

100.00

△ 42,882,820

0

△ 2,279,916

△ 20,780,414

△ 18,643,126

△ 289,597

△ 889,767

0

0

0.00

100.00

0.34

3.01

13.62

16.98

0.01

0.01

0.00

555,738,092

(3) 貯　　蔵 　　品

資　産　合　計

３．固　定　負　債

　ホ． 車両及び運搬具

　ヘ．工具器具及び備品

　 ト． 建設仮勘定

(2) 無形固定資産

２．流  動  資  産

3,196,051,419

1,182,226,265

11,054,280

846,985

445,834,021

98,638,174

11,265,897

2.74

0.35

3,272,605,943

0

100.00

36.99

0.03

13.25

522,066,388

423,353,983

87,658,125

(1) 現　金　預　金

(2) 未　　収　　 金

16.33

構成比

83.67

83.67

38,268,970

2,375,628,326

174,408,874

1.20

74.33

0.11

0.00

0.01

0.01

81,103,014

40,548,886

2,396,408,740

2.54

(単位：円，％)

3,561,350

0

167,512

167,512

193,052,000

1,136,582

4,451,117

0

167,512

167,512

0.14

0.03

5.90

73.23

1.24

2.48

83.02

83.02 △ 42,882,820

1,182,226,265 - 　ロ．建設改良積立金 49,000,000

貸 借 対 照 表 比 較 表

                 区　　分
科　　目

平 成 ２６ 年 度 （A)

金　　額

　イ． 電話加入権

2,673,985,031

2,673,817,519

81,103,014

5.46

１．固　定　資　産

(１) 有形固定資産

　イ． 土　　　　　　地

　ロ． 建　　　　　　物

　ハ． 構　　築　　物

　ニ． 機械及び装置

平 成 ２５ 年 度 （B)

金　　額 構成比

2,716,867,851

2,716,700,339

1.53 49,000,000 1.50 0 100.00

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 1,182,226,265 36.99 0 0.00 1,182,226,265 -

　ハ．当年度末処分
　　　　 利益剰余金

316,741,511 9.91 74,512,112 2.28 242,229,399 425.09

(1) 企　業　債 1,182,226,265 36.99 0 0.00

(1) 企　業　債 70,784,143 2.21 0 0.00 70,784,143 -

- 13 -



資料第４表 　

　

※なお，２ページ～１４ページの各比率の定義等は，㈶日本水道協会が全国統一の水道事業ガイドラインとして示している業務指標によるものである。

417,251,434

×１００

総 　費 　用

営 業 収 益

455,333,825

461,019,089

{経常費用（営業費用＋営業外費用）
－（受託工事費＋材料及び不用品売却
原価＋附帯事業費）}÷年間有収水量

83,480 83,885

101.99

101.79

10.02

168.22

101.25

100.25

101.98

103.50

88.1388.71

175.61

24

年　　度　　別　　比　　較

82.59

72.78

178.93

168.25

9.71

21.26

25

21.11

10.23

168.66

180.58

91.13

73.15

26

73.48

82.83

職員一人当たり営業収益（千円）

固 定 資 産 使 用 効 率 （ ㎥ ／ 万 円 ）

供 給 単 価 （ 円 ／ ㎥ ）

給 水 原 価 （ 円 ／ ㎥ ）

総 収 支 比 率 （ ％ ）

84,092

×１００

営 業 収 支 比 率 （ ％ ）

×１００

420,462,475

営 業 費 用

5

420,462営　　業　　収　　益

職 　　　 員  　　　数

2,473,908

一日最大配水量
×１００

446,749,823

×１００

×１００

総 　収 　益

給  水  収  益

有  収  水  量

配  　水  　量

有形固定資産 267,382

2,735,769

419,434,724

2,473,908

経 費 分 析

算　　定　　基　　礎算　　定　　方　　式

80.26

21.27
2,735,769

129,619

8,449

配　 水　 量

配水管延長

×１００

×１００
7,495

一日平均配水量

10,200

7,495

配 水 管 使 用 効 率 （ ㎥ ／ ｍ ）

10,200

一日平均配水量
×１００

一日最大配水量 8,449

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　分
種　　　別

負 荷 率 （ ％ ）

一 日 配 水 能 力

×１００施 設 利 用 率 （ ％ ）

最 大 稼 働 率 （ ％ ）

一 日 配 水 能 力
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宇土市公共下水道事業会計

（１）　事業の概要について

　　・施設の利用状況（資料第４表参照）

種　　　　別

戸 数

人 口

戸 数

人 口

戸 数

戸 数

人 口

平成２６年度の下水道事業の概要は次のとおり，水洗化処理戸数は１０，１０５戸，同人口２６，１５３

人で，前年度と比較すれば，２８９戸，３２０人増加し，その結果，普及率は，戸数で９４．５％，人口で９

４．４％と，いずれも前年度に比べ上昇している。年間総処理水量は４，０８５，５８０㎥，年間有収水量

は３，２９５，３７３㎥で，その結果，有収率は８０．７％と，前年度に比べ０．８％上昇している。

処 理
区 域 内

水 洗 化
処 理

普 及 率
％

戸

平 成  ２６ 年 度

26,153

10,688

人

94.4

10,105

増減（△）
平 成  ２５ 年 度

前年度との比較

0

(B)

有収水量

(A)

計 画 排 水
区 域

人 口

13,740

15,375

人

㎥

㎥

総処理水量

１ 日 最 大 処 理 水 量

年　　間

B÷A

有 収 率

(C)=A-B

無収水量

１日処理能力（晴天時）

27,704

10,725

戸

人

戸

80.7

下水道事業の施設効率を判断する施設利用率，負荷率，最大稼働率（いずれも値の高い方が良

い）を見ると，施設利用率は７２．８０％で，前年度に比べ減少している。施設利用率は，負荷率と最大

稼働率に分解することが出来るが，負荷率８１．４６％，最大稼働率８９．３７％となっている。能率的な

下水道事業とするためには，負荷率を可能な限り１００％に近づける必要があると言われている。

㎥

㎥
１ 日 平 均

１人１日平均有収水量

下 水 道 管 路 延 長

有収水量

処理水量

145,000

345.2

140,757

350.9

9,065

11,345

△ 37

103.01

98.38

99.59

98.66

9,028

ｍ

ℓ

790,207

3,295,373㎥

㎥

％

11,193

4,085,580

28,10028,100

単位

100.00

指数（％）

10,519 169

％

㎥

94.5

320

289 102.94

101.24

94.1

9,816

25,833

27,457

10,725

101.61

100.90

100.00

0.3 100.32

0

247

36.20

4,243

△ 5.7

93.3 1.2

△ 55,460

101.29

98.66

100.00

101.00

94.94

99.60

0.8

△ 13,309

△ 42,151

37,960

15,375

4,141,040

79.9

832,358

3,308,682

0

△ 24,220

△ 152
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（２）　予算の執行状況について （資料第１表参照）

　イ．収益的収入及び支出（消費税込み）

　収益的収入…………

　収益的支出…………

　ロ．資本的収入及び支出（消費税込み）

　資本的収入…………

　資本的支出…………

予算現額１,０３０，７６３，０００円に対し，決算額は１，００９，１５８，６１６円（執行率９
７．９０％)で２１，６０４，３８４円の不用額（内訳は営業費用１６，９２１，０３６円，営業
外費用６，７３１，９６４円，特別損失△４，０４８，６１６円，予備費２，０００，０００円)と
なっている。

予算現額１，０４４，５２９，０００円に対し,決算額は１，０５７，８３９，７６４円(収入率１

０１．２７％）で１３，３１０，７６４円の増額となっている。

事 業 収 益 事 業 費 用

科 目 科 目

一 般 汚 水 収 益

負 担 金 14.64

3.66

構成比

44.67

次に本年度収益的収入（事業収益）及び収益的支出（事業費用）の決算状況は次のとおりであり，事業

収益においては，一般汚水収益（下水道使用料）が決算額の４４．６７％を占め，事業費用では減価償却

費５９．９５％，委託料１４．６４％，企業債利息９．６１％等となっている。

（単位：円,％）

決 算 額構成比

職 員 給 与 費 36,892,913

決 算 額

472,576,860

61,146,075

計 1,057,839,764 100.00

5,550,986

147,762,758委 託 料

修 繕 費

光 熱 水 費

減 価 償 却 費

そ の 他 の 雑 収 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

5.78

13,113,615

208,983,000

28.51

手 数 料

301,633,114

45,572,709

19.76

1.24

387,100 0.04 0.55

備 消 耗 品 費

100.00

1.33

0.86

4.89

9.61

そ の 他

手 数 料

計

97,020,936企 業 債 利 息

予算現額６２８，６６９，０００円に対し決算額は４６４，３１３，３５３円(執行率７３．８

６％)で翌年度繰越１３０，３９３，０００円，不用額３３，９６２，６４７円となっている。

また，不用額３３，９６２，６４７円の内訳は，建設改良費３１，９６２，４１０円，企業債

償還金２３７円，予備費２，０００，０００円である。

59.95

4.52

1,009,158,616

13,382,087

8,658,603

49,346,167

604,971,457

予算現額３６９，３７７，０００円に対し決算額は１７０，２６３，７１４円(収入率４６．０

９％)で１９９，１１３，２８６円の減額となっている。
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本年度資本的収入及び支出の決算状況は次のとおりである。

支
 
 
 
 

出

100.00

―

―予 備 費

計

企 業 債 償 還 金

雑 支 出 0

建 設 改 良 費

0

58.06

194,711,590

269,601,763

464,313,353

100.00

41.94

44.64

（単位：円,％）

0

0.00

9.48

170,263,714

0.00

105,197,781

6,824,266

82,689,543

築造総務費

処理場築造費

管渠布設費

76,000,000

0

78,125,670

科                目 備        　　　　 　考

補 助 金
収
 
 
 
 

入

決　算　額 構 成 比

企 業 債

出 資 金

加 入 金

負 担 金

固 定 資 産 売 却 代 金

計

0.00

45.89

16,138,044
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（３）　経営状況について （資料第2表参照）

① 経営成績について

（表－２）

営業利益

経営資本

営業収益

経営資本

営業利益

営業収益

※平成２６年度より公営企業会計に移行したため，前年度との比較はありません。

: 円 : 円

: 円 : 円

: 円 : 円496,938,220

H24営業利益 -371,357,537

H26営業収益

比　　率　　名

×

経 営 資 本 回 転 率 ( 回 )

H24経営資本

#REF!H24営業収益

－

－

H26経営資本

H26営業利益

11,903,275,021

#REF!

#REF!

H26
(処理人口26,153人)

赤字

0.04

赤字

本年度は，総収益が１，０２０，６４７，２９９円に対し，総費用９７９，２７９，５８９円で，差引純利

益は４１，３６７，７１０円の黒字なっている。

総収益を見ると，営業収益が４９６，９３８，２２０円，営業外収益が５２３，７０９，０７９円となって

いる。営業収益の主なものは，下水道使用料４３９，５４０，９９１円と負担金５６，９９１，００７円で

ある。営業外収益の主なものは，市補助金２０８，９８３，０００円と長期前受金戻入３０１，６３３，１

１４円である。

総費用では，営業費用８６８，２９５，７５７円，営業外費用９７，１１６，７８５円，特別損失１３，８６

７，０４７円となっている。営業費用の主なものは，減価償却費６０４，９７１，４５７円，処理場費１７

６，１６７，９１０円，総係費５３，６８２，３０３円である。営業外費用の主なものは支払利息９７，０２

０，９３６円，また，特別損失の主なものは過年度損益修正損９，８４２，９０４円である。

営業費用以上の営業収益がなく，営業損益は３７１，３５７，５３７円の赤字となっている。多額

の営業外収益があったため，純利益は黒字となったものであり，営業外収益の市補助金や長

期前受金戻入に依存している状況が分かる。

次に，下水道事業の経済性を総合的に評価するための経営比率を算した（表－２）を見ると，

経営資本営業利益率は赤字となっている。経営資本営業利益率は経営資本回転率と営業収

益営業利益率に分解することができる。経営資本回転率は０．０４回，営業収益営業利益率は

赤字となっている。まずは，営業損益が黒字となる，つまり，営業費用を営業収益で賄える経営

状況とすることが必要である。

資料第４表を見ると，使用料単価（１㎥当たりの収益）は１４９．８１円，汚水原価（１㎥当たりの

費用）は２９２．１６円となっている。料金回収率（使用料単価÷汚水原価×１００）は５１％，１０

０％を下回っており，汚水に係る費用が下水道料金収入以外の収入で賄われていることがここ

でも分かる。

営業収益営業利益率(%)

経営資本営業利益率(%)

算　　式

100

100×

宇土市公共下水道事業

H25
(処理人口25,833人)

－
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（４）　財政状態について （資料第３表参照）

　イ　固定資産

◎　有形固定資産・・・

内容については次のとおりである。

※年度末償却未済額　＝　年度当初の現在高　+　増加額　-　減少額　-　減価償却累計額の累計

　ロ　流動資産

◎　未収金・・・・・・・８４，１３５，５０５円

内容については次のとおりである。

　財政状態は貸借対照表で示しているとおりであるが,主な科目の状況は次のとおりである。

合  計 11,974,095,090 293,394,433

年度当初
の現在高

234,050,089 0 0 0

0

4,275,262

平成２６年度分

過  年  度  分

合　　    　　計

車輛及
運搬具

建設仮
勘定

30,593,333 54,501,548 0 0

0 0

3,065,773 0
工具器
具及
備品

機械及
装置

１１，６５８，２４２，８０４円

（単位：円）

当  年  度

年度当初
の現在高

342,149,153 0 0 0

1,565,947,670 14,398,048

土  地

構築物 9,798,289,072 224,494,837 2,011,438 0

減少額増加額

年　　度

減価償却累計額

604,971,457

増加額

（単位：円）

234,050,089

累  計

0 0

減少額

0

2,039,028 0

0

15,578,021

710,292

0

0

710,292

240,590,740

0

0 604,971,457

建  物

11,658,242,804

326,571,132

348,092,404 9,672,680,067

0 85,094,881

0

2,130,685

当年度

0 240,590,740 1,337,715,950

0

0

0

0

348,092,404

0

15,578,021

0

貸 倒 引 当 金

△ 10,000,000

0

△ 10,000,000

計

44,942,690

39,192,815

84,135,505

未収負担金他 その他未収金

19,559,270

39,192,815

58,752,085

13,618,380

0

13,618,380

21,765,040

0

21,765,040

0 224,796

下水道使用料

年度末償
却未済額
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  ハ　固定負債

◎　企業債・・・・・・・・・

  ニ　流動負債

◎　企業債・・・・・・・・・

◎　未払金・・・・・・・・・

◎　引当金・・・・・・・・・

　ホ　繰延収益

◎　長期前受金・・・・・

　ヘ　資本金 ２，５０４，２１９，３３８円

　ト　剰余金

◎　資本剰余金・・・・・

◎　利益剰余金・・・・・

　次に，財政状態を示す財務比率は次のとおりである。

　固定資産対長期資本比率（１００％以下であると安全）は１６８．９２％で，１００％以上となっており固
定資産への投資が自己資本の枠内に収まっていない状況である。

２７０，１０５，６１４円

４３，０１８，４３７円で，内訳は営業未払金１２，８０６，４４９円，その他３０，２１１，

９８８円である。

１１６，７１０，４６５円で，内訳は受贈財産評価額９，９４８，０００円，補助金１０６，
７６２，４６５円である。

　財務の安全性を示す流動比率（１００％以上で，より高い方が安全）は１０４．１３％になっている。１０
０％以上になっているが，未収金の中に債権回収が非常に困難な過年度未収金３９，１９２，８１５円が
含まれていることに留意する必要がある。

　財務の健全性を示す自己資本構成比率（高い方が安全）は２２．２１％となっている。

当年度純利益の４１，３６７,７１０円

５，０６８，５０５，４３０円で，内訳は国庫補助金長期前受金３，８０３，８０８，０１５

円，その他９６５，７６４，６１１円である。

３，９１４，０００円で，内訳は賞与引当金３，６０４，０００円，法定福利費引当金３

１０，０００円である。

４，２３９，４６１，７１２円
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４．む　す　び

次に，平成２６年度公共下水道事業は総収益は，１，０２０，６４７，２９９円，総費用は９７９，２７

９，５８９円である。

総収益に占める主な収入の割合は，下水道使用料４３．０６％，長期前受金戻入２９．５５％，

市補助金２０．４８％，負担金５．５８％等である。

総費用に占める主な経費の割合は，減価償却費（６５．２７％），委託料（１４．７６％），支払利

息（１０．４７％），職員給与費（５．０４％），動力費（４．４６％）等である。

　その結果，総収益と総費用の差額（損益）は，４１，３６７，７１０円の黒字である。

ただ，営業収益は営業費用の半分ちょっとしか上がっておらず，長期前受金戻入や市補助金

がなければ，赤字という状況である。下水道使用料等の営業収益で営業費用が賄える経営状

況となるよう，下水道使用料の徴収と営業経費の削減に向けた計画的・積極的な取組を期待し

たい。

初めに，平成２４年の地方公営企業法の改正に伴い，地方公営企業法施行令・同施行規則

の一部改正によって，会計基準の見直しと決算報告書等の新様式が規定され，平成２６年度の

決算から適用されるようになった。下水道事業については，従前特別会計で処理されていた

が，本年度から初めて地方公営企業法の任意適用事業として開始されている。担当部署は関

係法令の改正等内容を十分理解し，適切な対応に努められたい。

　下水道事業の課題としては，次のとおりである。

未収金うち下水道使用料の未収金（滞納額）は５８，７５２，０８５円と多額であり，負担の公平，

更には収入の確保を図るために，職員一人ひとりが事務取扱要綱に基づき，滞納者との早期

接触・分割納付の誓約・分割納付の履行確認・上水道事業と連携した上水道の給水停止，預

金等財産の差押え等を地道に確実に実施し，債権回収を徹底されたい。

未収金の一部は所在不明等により債権回収不能として，特別損失の過年度損益修正損に

９，８４２，９０４円計上されている。下水道使用料の納付意欲を阻害することがないよう，回収不

能が執行停止処分事由に該当するのか財産調査等を適切に実施されたい。

今後終末処理場の改修・更新，下水管の延長，公共桝の新設等多額の建設改良費が見込ま

れる等，事業を取り巻く環境は厳しいが，上水道事業との組織統合の強みを活かして，安定的

な下水道使用料の収入確保と汚水処理原価のコスト削減に取り組まれたい。

　今後長期的計画に基づき，安全で快適な市民生活の維持に努められることを期待したい。
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資料第１表

注意：公共下水道事業は，平成２６年度より公営企業会計に移行したため，前年度との比較はありません。

予 算 決 算 表 (単位：円，％）

予備費 2,000,000 0.32 0 0.00 0.00

-雑支出 0 0.00 0 0.00

企業債償還金 269,602,000 42.88 269,601,763 58.06 100.00

54.53建設改良費 357,067,000 56.80 194,711,590 41.94

固定資産売却代金 0 0.00 0 0 -

支

出

資本的支出 628,669,000 100.00 464,313,353 100.00 73.86

負担金 18,544,000 5.02 16,138,044 9.48 87.03

0.00 0 0 -

補助金 149,633,000 40.51 78,125,670 45.89 52.21

企業債 201,200,000 54.47 76,000,000 44.64 37.77

14,351,616 1.42 139.30

資

本

的

収

入

及

び

支

出

収

入

資本的収入 369,377,000 100.00 170,263,714 100.01 46.09

0.00

支

出

収

益

的

収

入

及

び

支

出

収

入

出資金 0 0.00 0 0 -

加入金 0

予備費 2,000,000 0.19 0 0.00

94.24営業外費用 116,932,000 11.34 110,200,036 10.92

特別損失 10,303,000 1.00

営業費用 901,528,000 87.46 884,606,964 87.66 98.12

97.90事業費用 1,030,763,000 99.99 1,009,158,616 100.00

特別利益 1,000 0.00 0 0.00 0.00

49.51 103.19営業外収益 507,497,000 48.59 523,709,079

営業収益 537,031,000 51.41 534,130,685 50.49 99.46

100.00 101.27事業収益 1,044,529,000 100.00 1,057,839,764

金　　額 構成比 金　　額 構成比 予算対比

大
区
分

収
支
別

　　　　　　 　　区   分
科 目 別

平　成　２　６　年　度　　（Ａ)

予　算　現　額 決　　　算　　　額
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資料第2表

注意：公共下水道事業は，平成２６年度より公営企業会計に移行したため，前年度との比較はありません。

損 益 計 算 書 表 (単位：円，％）

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 41,367,710 -  
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0 -  

当 年 度 純 利 益 41,367,710 -  
979,279,589 100.00計

総 収 益 （ １ ＋ ３ ＋ ５ ） 1,020,647,299 100.00
総 費 用 （ ２ ＋ ４ ＋ ６ ）

手 当 等 4,024,143 0.41
過 年 度 損 益 修 正 損 9,842,904 1.01
固 定 資 産 売 却 損 0 -  

６．特　　別　　損　　失 13,867,047 1.42
過 年 度 損 益 修 正 益 0 -  

５．特　　別　　利　　益 0 -  
経 常 利 益 （ １ ＋ ３ ） － （ ２ ＋ ４ ） 55,234,757 -  

雑 支 出 95,849 0.01
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 97,020,936 9.91

４．営　　業　　外　　費　　用 97,116,785 9.92
雑 収 益 13,066,452 1.28
還 付 金 0 -  
長 期 前 受 金 戻 入 301,633,114 29.55
補 助 金 0 -  
他 会 計 補 助 金 208,983,000 20.48
受 取 利 息 及 び 配 当 金 26,513 0.00

３．営　　業　　外　　収　　益 523,709,079 51.31
営 業 損 失 （ １ － ２ ） △ 371,357,537 -  

そ の 他 営 業 費 用 0 -  
資 産 減 耗 費 4,275,262 0.44
減 価 償 却 費 604,971,457 61.78
総 係 費 53,682,303 5.48
受 託 事 業 費 0 -  
処 理 場 費 176,167,910 17.99
ポ ン プ 場 費 1,078,770 0.11
管 渠 費 28,120,055 2.87

２．営　　業　　費　　用 868,295,757 88.67
そ の 他 営 業 収 益 406,222 0.04
受 託 事 業 収 益 0 -  

１．営　　　業　　　収　　　益 496,938,220 48.69

負 担 金 56,991,007 5.58
下 水 道 使 用 料 439,540,991 43.06

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　区　　　　分
科　　目　　別

平　成  ２６  年　度　　（A)

金 額 構 成 比
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資料第3表

注意：公共下水道事業は，平成２６年度より公営企業会計に移行したため，前年度との比較はありません。

貸 借 対 照 表

11,988,369,902 100.00　ロ． その他企業債 0 0.00 負 債 資 本 合 計

　  イ．当年度末処分
　　　　 利益剰余金

41,367,710 0.35
　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 4,239,461,712 35.36

41,367,710 0.35(1) 企　　業　　債 4,239,461,712 35.36 (2) 利益剰余金

　　ロ．補助金 106,762,465 0.89３．固　定　負　債 4,239,461,712 35.36

9,948,000 0.08

116,710,465 0.97

資　産　合　計 11,988,369,902 100.00 　　イ．受贈財産評価額

(1) 資本剰余金(2) 未　　収　　 金 84,135,505 0.70

158,078,175 1.32(1) 現　金　預　金 245,991,593 2.05 ７．剰　余　金

６．資　本　金 2,504,219,338 20.89２．流  動　資  産 330,127,098 2.75

4,769,572,626 39.78(2) 無形固定資産 0 0.00 (1) 長期前受金

５．繰　延　収　益 4,769,572,626 39.78　 ト． 建設仮勘定 85,094,881 0.71

310,000 0.00　ヘ．工具器具及び備品 2,130,685 0.02 　ロ． 法定福利引当金

　イ． 賞与引当金 3,604,000 0.03　ホ． 車両及び運搬具 0 0.00

3,914,000 0.03　ニ． 機械及び装置 1,337,715,950 11.16 (3) 引　当　金

(2) 未　払　金 43,018,437 0.36　ハ． 構　　築　　物 9,672,680,067 80.68

0 0.00　ロ． 建　　　　　　物 326,571,132 2.72 　ロ． その他企業債

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 270,105,614 2.25　イ． 土　　　　　　地 234,050,089 1.95

270,105,614 2.25(１) 有形固定資産 11,658,242,804 97.24 (1) 企　　業　　債

４．流　動　負　債 317,038,051 2.64１．固　定　資　産 11,658,242,804 97.25

                 区　　分
科　　目

平 成 ２６ 年 度 （A)                    区　　分
科　　目

平 成 ２６ 年 度 （A)

金　　額 構成比金　　額 構成比

(単位：円，％)
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資料第４表 　

営 業 収 益 対 営 業 費 用 比 率 ( ％ ）
営 業 収 益

営 業 費 用

- -
総 費 用

注意：公共下水道事業は，平成２６年度より公営企業会計に移行したため，前年度との比較はありません。

2,662,297,513

11,988,369,902
×１００

11,658,242,804
×１００

6,901,759,225

317,038,051

57.23 -
868,295,757

×１００

×１００

979,279,589

-
330,127,098

-

-

年　　度　　別　　比　　較

-

-

-

-

-

-

25

149.81

292.16

-22.21

168.92

-

-

496,938,220

-

26

72.80

×１００

自己資本＋剰余金＋固定負債

流 動 資 産
×１００

自 己 資 本 ＋ 剰 余 金

×１００

3,295,373

962,781,523

3,295,373

-81.46

-

-

-

-

13,740

固 定 資 産 対 長 期 資 本 比 率 （ ％ ）

流 動 比 率 （ ％ ）
流 動 負 債

×１００

使 用 料 単 価 （ 円 ）

自 己 資 本 構 成 比 率 （ ％ ）

15,375

104.22×１００
総 収 益

×１００

104.13

総 収 益 対 総 費 用 比 率 （ ％ ）
1,020,647,299

×１００
負 債 ・ 資 本 合 計

固 定 資 産

下 水 道 使 用 料

有 収 水 量

維持費管理費＋資本費
－ 雨 水 元 利 償 還 分

有 収 水 量

493,673,388

89.37

経 費 分 析

算　　定　　基　　礎算　　定　　方　　式
　　　　　　　　　　　　　　　区　　　分
種　　　別

負 荷 率 （ ％ ）

一 日 処 理 能 力

×１００施 設 利 用 率 （ ％ ）

汚 水 原 価 （ 円 ）

一 日 最 大 処 理 水 量 13,740

最 大 稼 働 率 （ ％ ）

一 日 処 理 能 力
×１００

×１００
11,193

一 日 平 均 処 理 水 量

15,375

11,193

一 日 平 均 処 理 水 量
×１００

一 日 最 大 処 理 水 量
×１００
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